論題背景とプラン作成のポイント
論題背景

　「ベーシックインカム(Basic Income)」とは、齋藤(2004)の定義によれば「個人ベースで,資力調査および就労要請なしに,すべての人に無条件であたえられる所得」です。
　現在、世界は「１００年に一度」と言われる不況に直面しています。日本では「勝ち組」「負け組」といったことばがすっかり定着し、社会格差の拡大が懸念されています。社会的弱者をいかに救済するかという問題は、2009年の日本の緊急かつ重要な課題の一つです。「ベーシックインカム」は、社会格差の緩和方法の一つとして数年前から活発に議論されています。
参考文献・参考サイト

　添付ファイルBasicIncome.htmlをご参照ください。
プラン作成のポイント
　「いつ」「だれが」「どのように」ベーシックインカムを実行するかを明確にする必要があります。「いつ」については各チームの判断におまかせします。「だれが」については、今回の論題では日本国政府がおこなうことになります。一番問題になるのは「どのように」の部分なので、以下順を追って説明します。

　まず、法律を改正してベーシックインカムを給付するようにしなければなりません。ただし、ここでは「野党が反対するので法律が成立しない」可能性は考えないものとします。

　次に、誰に給付するかですが、日本在住の外国人を対象に含めるかどうかで議論が大きく変わってきます。
　それから、一番重要なのが給付金の月額をいくらにするか、という問題です。少なすぎては意味がありませんが、多すぎても問題が起きてくるでしょう。また、ベーシックインカムの給付総額がここで決まります。参考までに、給付金の額によって給付総額がどのように変わるかの一例を示しておきます（人口を１億３０００万人として計算）。


月額

給付総額


 5万円

 78兆円


 8万円

124兆8000億円


10万円

156兆円


15万円

234兆円

20万円

312兆円
　また、ベーシックインカムの財源についてもふれる必要があります。所得税の税率変更や消費税の税率引き上げなどいろいろな可能性が考えられますが、シミュレーションの例として最も多く挙げられているのは所得税を財源とするもので、累進課税を無くした「フラットタックス」とするのが一般的です。ちなみに、平成18年中に民間企業が支払った給与の総額は200兆346億円だそうです。これをもとに概算してみると、以下のようになります。

所得税率
所得税収

10％

20兆34億6000万


20％

40兆69億2000万


30％

60兆103億8000万


40％

80兆138億4000万


50％

100兆173億

　もう一つ重要なポイントとして、既存の社会保障を存続させるのか、廃止するのかという問題があります。額の大きなものとしては「医療」および「年金」が挙げられるでしょう。平成18年度の給付額はそれぞれ28兆1,027億円(31.5％)と47兆3,253億円(53.1％)でした。また、「生活保護その他」は2兆3,341億円(2.6％)でした。ベーシックインカムの給付とともにこれらの社会保障を廃止してしまえば、増税額を減少させることができるわけですが、そのために新たな問題も起こってくるでしょう。思案のしどころです。
　今回の論題では、メリット・デメリットともに、プランも重要な争点になりますので、しっかり準備してください。
